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政治的世論を収斂する機関の設置を望んでいた。朝鮮総督府も、同化主義的な植民地統治
を実践する上で、朝鮮人と日本人の「政治的協力」を可能にする方案を 1910 年の朝鮮強
制併合直後から模索していたのである。ただ、強制併合の直後、全国の府面に設置された
府・面協議会は、官がその会員を任命する実権なき形式的な諮問機関にすぎず、地域住民
はおろか地域有志からも事実上無視されていたため、その改善が必要だった。
　むろん、在朝日本人の自治制実施要求や朝鮮総督府が構想していた地方制度改正は、
1920 年代の朝鮮において展開された自治運動とはその性格を異にする。1920 年代の朝鮮
人自治運動勢力が日帝に要求した「自治」は、朝鮮議会の設置や日本議会への代表派遣と
いった、朝鮮人の政治参与をその基本的前提としていた。つまり 1920 ～ 30 年代の地方制
度改正は、基本的には在朝日本人の政治的要求を受容した上で、一部の朝鮮人の地方政治
参加を許容するという、ダブルスタンダードを持っていた。地方制度改正によって選挙制
の「地方協議体」が設けられたのが日本人集住地域であった府と指定面（邑）のみだった
点や、日本人有権者の数的な優位を維持するために基準をもうけて選挙権を制限した点な
どを考えると、そのような解釈も不可能ではなかろう。
　このように、「地方協議体」をつくった目的は、本質的には「協力（参加）と動員」を
通じた植民地同化政策の実現であった。植民地権力は地方協議体を通して朝鮮人と日本人
の地域有志層を「文化政治の領域」に取りこむことで、両者間の協力はもちろん、彼らを
植民地政策に順応させ、これを基礎として地域開発事業に必要な地域民衆を動員しようと
した。また、このような政治的協力によって、植民地の地域社会の内部に存在する民族差
別や階級による対立を適宜緩和し、在朝日本人を中心とする「地方自治」の形で「新施政」
と称される「新支配秩序」を構築しようとした。このような観点から見れば、三・一運動
当時の朝鮮植民地民衆の抵抗に対する日帝の懐柔策と説明された。いわゆる「文化政治」
は、他方では、植民地主義の現地化過程、すなわち「草の根植民地支配」の具現過程でも
あった。
2　1920 年代の地方選挙と府・面協議会の構成
（1）地方制度の改正と府・面協議会の機能
　1914 年、日帝は「府制」を実施すると同時に、全国各府に同数の朝鮮人・日本人で構
成される「地方協議体」の府協議会を置いた。当初は実権なき任命制の諮問機関であった
が、後に「地方協議体」の母体になった。府協議会は 1920 年の地方制度改正によって、府・
面協議会に拡張され、府協議会や指定面に属する一部の面協議会においては、その協議員
を選出するために選挙制が導入された。1930 年末には諮問機関である「地方協議体」を
議決機関に変え、府会・邑会と改称した。このように二回にわたる地方制度改正を経ても
なお、「地方協議体」の実態は今日の地方自治とは程遠いものであるが、「政治的協力機構」
として日帝の朝鮮植民地統治においては重要な意味を持つ。
　三・一運動以降、「文化政治」下の地方制度改正は、1920 年 7 月の制令第 12 号～第 15
日帝下朝鮮の地域社会研究と「草の根植民地支配」について﻿
21
号の公布によってなされた。この法改正によって、これまで任命制の諮問機関であった府
協議会と面協議会の一部を、「民意の暢達」と「地方自治に対する訓練」という美名の下、
一部の地域住民による選挙を通して構成できるようにした 
9
。ところが、面の場合は府と異
なり、指定面と一般面に分けられ、指定面にだけ選挙制による面協議会が設けられた。戸
数が多く、日本人居住者の多い市街地が指定面として選定された。この基準の他にも、指
定面になるには、①主に商工業地で公共施設があること、②戸数 1500 戸以上で、その半
数以上が集住していなければならないこと、③協議会員（以下「協議員」と略記）選挙権
を持つものが数百人以上で、面賦課金が一戸平均 7 円以上という、三つの条件を満たさな
ければならなかった 
10
。このような条件をほぼ満たす指定面は、1920 年の最初の選挙実施
当時で 24 カ面だったが、1927 年には 47 カ面へと増えた。これら指定面は、そのほとん
どが道庁や郡庁の所在地か、あるいは商工業が発達している地域だった。このように京城
および各地方の主要都市である府と、準都市ないし市街地である指定面で選挙制が優先的
に適用されたことは、この制度が植民地統治下の開発（都市開発）＝植民地近代化事業と
密接な関連を持っていたことを物語る。
　では、府と指定面に設置された「地方協議体」の機能をそれぞれ整理してみよう。まず、
1920 年に改正された府制（制令第 12 号）の要旨を見ると、府の諮問機関である「府協議会」
は府の予算および公共に関する事案について府尹の諮問に応じることになっている。つま
り、府尹は府行政に関する事項の内、「府条例ヲ設ケ又ハ改廃スル事」、「歳入出予算」、「府
債」、「新ニ義務ノ負担ヲ為シ又ハ権利ノ抛棄ヲ為ス事」、「基本財産、特別基本財産及積立
金穀等ノ設置又ハ処分ニ関スル事」などを府協議会に諮問することになっている。もちろ
ん以前にも府協議会は存在したが、府協議会員（以下「府協議員」あるいは「協議員」と略記）
は任命制によって選出され、実際には名ばかりの諮問機関にすぎなかった。1920 年の地
方制度の改正によって、府協議員が一部の住民の選挙によって選出されるようになり、府
協議会の「地域代表性」が強化されると府協議員の社会的地位も高まった。地方制度の改
正によって、人口比例で 12 人以上 30 人以下になるよう、府協議員の定数を増やした。ま
た、その任期を 2 年から 3 年に改正したのも府協議員の政治的な地位を高めるのに寄与し
た。ただ、「急施を要する場合」や「軽易な事件」については、会議を召集しなくとも、
書面をもって協議員の意見を聴取し、3 分の 2 以上の同意があれば府協議会の意見と見な
すことができた（府制第 2 条 22 項）。このように有事の際には府尹の恣意的な権限行使が
法的に保障されていた。
　面制の改正（制令第 13 号）も府制の改正にあわせてなされた。面は「指定面」と「普通
面」の 2 種類に区分され、朝鮮総督が指定するいわゆる「指定面」では面協議会員（以下「面
協議員」あるいは「協議員」と略記）を選挙で選び、その他の「普通面」では郡守または島
 9 『官報』1920 年 7 月 29 日、号外などを参照。日帝時期の地方制度改正についての代表的な先行研究
には、姜東鎭『日帝의 韓国侵略政策史』（한길사、1980 年）、孫禎睦『韓国地方制度・自治史研究』（上）
（一志社、1992 年）などがある。
 10 『東亜日報』1923 年 2 月 24 日（2）「指定面 追加実施에 対하여（1）大塚内務局長談」。
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司による任命制にした 
11
。指定面は、先に指摘したように、都市化した日本人集住地区であっ
たが、朝鮮人地主も多かった。そのため人口規模は相対的に少ないものの府と似通った民
族構成を持つ地域であった。また、行政組織上も、大体地方の道庁所在地がある面が優先
的に選ばれ、植民地統治上の拠点となった。このような地域は事実上、日本人の直接的な
支配が実現されている、いわゆる「特殊地域」に該当した。指定面の場合、全部ではない
が、面長や郡守に日本人が任命されるケースも多かった 
12
。邑治や監営の所在地であった伝
統的な指定面は、1920 ～ 30 年代を通して、地方行政の中心地として機能しながら、地域
開発事業を通して次第に近代的な市街地ないし近代都市に変貌していった 
13
。
　それにもかかわらず、1920 年代においても従来の官治主義的な地方統治制度が持つ本
質的な性格が改革されたとは言い難い。なぜならば、当時の諮問機関は、実際に住民全体
の「民意」によって設置されたものではなく、諮問案件の範囲や種類も法令によって限定
されていて、地方団体が必要とする各種の経費調達や賦役の賦課だけを取り扱うにすぎな
かったからである。また、地方団体長である議長は、諮問に回付する案件を統制し制限す
る権限を掌握していた。さらに諮問機関の設置や運用にあたっては、さまざまな民族差別
的な方針がとられた。日本人が多い府協議会には面協議会より多くの権限が与えられた。
また実際の「協議体」の運用過程では、朝鮮人側の意見は植民地当局や日本人側の協議員
によって無視されがちであった 
14
。
（2）府協議会の選挙と人的構成
　1920 年代、府・面協議会の選挙は 1920 年・1923 年・1926 年・1929 年の四回にわたっ
て行われた。その最初の年である 1920 年には、全国 12 カ府と 24 カ指定面で実施された。
　1920 年代の府・面協議会員の選挙権は、25 歳以上の男子で、該当地域に 1 年以上居住し、
府税または面の賦課金を 5 円以上納税して自活している「日本臣民」のみに与えられた。
したがって、実質、選挙権は「日本臣民」の中でも富裕な日本人・朝鮮人地主・資本家・
官吏など、地域の一部の「有力者」に限定された。しかし、地主や資本家、また官吏といっ
ても、彼らすべてに選挙権が与えられたわけではなく、さらに一定の水準以上の経済力を
持つ者に限定された点が重要である。これによって、人口では朝鮮人が日本人よりはるか
に多いのに、実際の有権者数は日本人が朝鮮人より多いという状況が生まれた。このよう
な状況は 1930 年代に入ってもまったく改善されなかった。
 11 農村地域であった普通面の面協議会が選挙制に変わったのは、1930 年末の地方制度改正以降である。
1920 年代の面協議会の定数は指定面と普通面とも 8 人以上 12 人以下であった。
 12 例外地域の一つが、朝鮮人の土着勢力である地域有志の経済的な基盤と影響力が強かった東萊面で
あった。東萊面では普通面のときはもちろん、指定面に昇格してからも朝鮮人が面長を歴任した。東
萊面の場合、面長が朝鮮人ということを考慮に入れ、副面長格の副長に日本人を任命し、朝鮮人の面
長を牽制した。ところが、1930 年代に入り東萊面が東萊邑へ昇格した後には日本人の邑長が就任した。
 13 日帝時期に近代化された地方の中小新興都市の多数は伝統的な地方行政都市であったが、その他にも
交通中心都市・新興工業都市・軍事都市など、さまざまな類型の都市があった。
 14 このような事例は至るところに見られる。これについての事例研究は、孫禎睦、前掲書、222 ～ 226
頁参照。
